[bookmark: _GoBack]輪之内町告示第35号

[bookmark: _Hlk42159409]輪之内町修学助成事業臨時給付金支給要綱を次のように定める。

　　令和2年6月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　輪之内町長　木　野　隆　之　　　　　

[bookmark: _Hlk42000956]輪之内町修学助成事業臨時給付金支給要綱

（目的）
第1条　この要綱は、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、学費の支弁が困難な高校生等を持つ保護者に対し、修学に必要な資金（以下「修学資金」という。）を臨時的に給付し、安心して学習や生活ができるように支援することを目的とする。

（修学資金の給付対象）
[bookmark: _Hlk42167304]第2条　修学資金を受けることができる者(以下「対象者」という。)は、令和2年6月1日時点において、次の各号に該当する者とする。
(1)　町内に住所を有していること。
(2)　学校教育法（昭和22年法律第26号）で規定する学校の内、高等学校又は盲学校、聾学校若しくは養護学校の高等部及び高等専門学校（修学年数の内最初の3年間を限度）に在学している子（以下「高校生等」という。）を扶養している者。
(3)　同一世帯又は同一生計にある保護者の当該年度分の町県民税所得割に係る課税標準額の合計(以下「保護者の課税標準額」という。)が、150万円に満たない者
2　前項の規定にかかわらず、町長が特に必要と認めるものについては、対象者とすることができる。
（修学資金の額）
第3条　修学資金の給付額は、高校生等１人につき50,000円とする。

（修学資金の申請）
第4条　修学資金を受けようとする対象者は、次に掲げる書類を町長に提出しなければならない。
[bookmark: _Hlk42174791] (1)　輪之内町修学助成事業臨時給付金支給申請書（第１号様式）
(2)　高校生等が第2条第1号に在学していることを証明できる書類
(3)　当該年度にかかる同一世帯又は同一生計にある保護者の町県民税所得割の課税標準額を証明する書類
(4)　その他町長が必要と認める書類

（修学資金の交付決定）
[bookmark: _Hlk42175006]第5条　町長は前条の申請があったときは、輪之内町修学助成事業臨時給付金交付決定通知書（第2号様式）により、通知するものとする。

（不当利得の返還）
第6条　町長は、輪之内町修学助成事業臨時給付金の支給を受けた後に対象者の要件に該当しなくなった者又は偽りその他不正の手段により給付金の支給を受けた者に対し、返還を求める。

（権限の委任）
第7条　この要綱の規定による町長の権限は、教育長に委任する。ただし、第5条の規定による対象者の決定に当たっては、教育長はあらかじめ町長と協議しなければならない。

（その他）
第8条　この要綱の実施のために必要な事項は、町長が別に定める。

附　則
この告示は、公布の日から施行する。
この告示は、令和3年3月31日限り、その効力を失う。


